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(第1号様式)

令和　　年　　月　　日

参　加　申　込　書
五所川原市長
（申請者）　　（共同企業体名）　
（代表者）

所　在　地
商号又は名称　
代 表 者 名　　　　　　　　　　　　　　　 印
（構成員）
　　所在地
商号又は名称

代 表 者 名　 　　　　　　　　　　　　　　印

担当者
氏　名　
所　属　
電　話　
E-mail　 

※担当者は代表企業とすること

令和　　年　　月　　日付で公告のありました公募型プロポーザル方式による「五所川原市公共下水道施設等包括的運転管理業務」について、同業務の募集要項を遵守し、参加を申し込みます。
つきましては、下記のとおり関係書類を添付して申請します。

なお、本申請にあたっては、募集要項に規定する参加資格の要件を満たし、本書及び添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
　　　　　　　
記

添　付　書　類

１　共同企業体構成表（第2号様式）
２　共同企業体協定書の写し（第3号様式）
３　会社概要関係調書（第4号様式）

４　包括的運転管理業務実績調書（第5号様式）
５　印鑑証明書（会社）（写し可、提出日の3ヶ月以内のもの）
６　商業登記簿謄本（写し可、提出日の3ヶ月以内のもの）
７　納税証明書（写し可、提出日の3ヶ月以内のもの）

８　下水道処理施設維持管理業者登録を確認できる書類

９　下水道資格保有状況調書（第6号様式）

１０　総括責任者の経歴及び資格（第7号様式）
１１　委任状

(第2号様式)

共同企業体構成表
	共同企業体名


	


	代表者
	会社名
	

	
	所在地
	

	
	代表者氏名
	

	構成員
	会社名
	

	
	所在地
	

	
	代表者氏名
	

	構成員
	会社名
	

	
	所在地
	

	
	代表者氏名
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表企業担当者連絡先）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属及び役職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ－ｍａｉｌ

注1） 欄が足りない場合は、本様式に準じて適宜追加すること。
注2） 担当者連絡先は代表企業の担当者とすること。

(第3号様式)
共同企業体の協定書は（添付）の様式を参考に構成企業間にて締結すること。
(第4号様式)

会社概要関係調書
　　　　　　　　　会社名：

	概

要
	フリガナ
	

	
	商号又は名称
	

	
	設立年月日
	
	資本金
	　　　　　　　　　円

	
	総職員数
(内維持管理に従事する人員の総数)
	　　　　　　　　人

（　　　　　　　　人）
	自己資本額
	　　　　　　　　　円

	本

社
	所在地
	〒

TEL：　　　　　　　　　　　　　　FAX：

	
	代表者職名
	

	
	代表者氏名
	

	支

店

等
	支店等名称
	

	
	所在地
	〒

TEL：　　　　　　　　　　　　　　FAX：

	
	支店長等職名
	

	
	支店長等氏名
	

	担

当

者
	氏名
	

	
	所属・役職
	

	
	連絡先
	〒

TEL：　　　　　　　　　　　　　　FAX：

E-mail：


注１）「支店等」については、契約締結権を支店等に委任する場合のみ記入すること。
注２）共同企業体の構成員ごとに作成すること。

	実　印
	使用印

	実印は必ず押印して下さい。
	実印以外を使用する場合は、使用印を

押印して下さい。


 (第5号様式)

令和　　年　　月　　日
包括的運転管理業務実績調書
　　　　　　　　　　　　　会社名：
	１　平成23年4月以降（過去10年間）における包括的運転管理業務に係る複数年契約の受託実績件数　計○件
· 履行実績とみなす条件
・募集要項第6項、参加要件の(10)の条件を満たすものであること。
・現在履行中であっても、既に1年以上履行しているもの。
・同一事業所における複数年契約も契約毎に１件として数えることができる。

	２　実績内訳（記入例）

（１）施設名称　　○○処理場（○○県××市）

　　　①日最大処理能力　　○○○○ｍ３／日

　　　②受　託　期　間　　平成○年○月○日　から　平成○年○月○日　まで（○ヶ年）

　　　③受　託　名　称　　□□□浄化センター包括的維持管理業務　

　　　④包括委託レベル　　レベル○

（２）施設名称　　○○処理場（○○県××市）

　　　①日最大処理能力　　○○○○ｍ３／日

　　　②受　託　期　間　　平成○年○月○日　から　平成○年○月○日　まで（○ヶ年）

　　　③受　託　名　称　　□□□浄化センター包括的維持管理業務　

　　　④包括委託レベル　　レベル○

（３）施設名称　　○○処理場（○○県××市）

　　　①日最大処理能力　　○○○○ｍ３／日

　　　②受　託　期　間　　平成○年○月○日　から　平成○年○月○日　まで（○ヶ年）

　　　③受　託　名　称　　□□□浄化センター包括的維持管理業務　

　　　④包括委託レベル　　レベル○

（４）施設名称　　○○処理場（○○県××市）

　　　①日最大処理能力　　○○○○ｍ３／日

　　　②受　託　期　間　　平成○年○月○日　から　平成○年○月○日　まで（○ヶ年）

　　　③受　託　名　称　　□□□浄化センター包括的維持管理業務　

　　　④包括委託レベル　　レベル○




※注１）施設等の概要について判断できる資料、上記の包括的運転管理業務の実績を有していることを証明する書類（履行証明又は契約書の写し等）を正本のみに添付すること。
注２）2項の実績内訳は最大10件まで記入できるものとする。

注３) 用紙が足りない場合は適宜追加すること。
注４）共同企業体の構成員ごとに作成すること。

 (第6号様式)

令和　　年　　月　　日
下水道資格保有状況調書
　　　　　　　　　　　　　会社名：
	１下水道資格保有状況
（１）下水道法施行令第15条の3に定める処理施設の維持管理に関する資格の保有者数　計　　人
　　（資格名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（保有者数）
　　　①第三種技術検定合格者　　　　　　　　　　　　　　　　○名
　　　②下水道管理技術認定試験（処理施設）合格者　　　　　　△名

　　　　　　　　・

　　　　　　　・
　　　　　　　　・

　　　　　　　　・

　　　　　　　・
　　　　　　　　・
　　　
· 上記①、②と同等以上の資格を有する場合は、資格名称を追加記入してください。


※注１）用紙が足りない場合は適宜追加すること。
注２）共同企業体の構成員ごとに作成すること。

(第7号様式)
総括責任者の経歴及び資格
	氏名：
	年齢：

	会社名・現所属・役職名：

	１　資格内容
（１）下水道法施行令第15条の3に定める資格
　（資格名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（取得年月）
（２）その他の主な資格

　

　


	２　責任者として勤務した実績
（１）総括責任者として勤務した実績

　（業務期間）　　　　（業務名）　　　　　　　　　　　　（発注者）

（２）副総括責任者として勤務した実績

　（業務期間）　　　　（業務名）　　　　　　　　　　　　（発注者）



	３　維持管理業務経験年月数：　　年　　月

	４　総括又は副総括責任者として勤務した実績年数の合計　：　　年


※注１）下水道法施行令第15条の3に規定する資格は必ず記入すること。
　　　　また、保有資格を確認できる資格証等の写しを添付すること。

 (第8号様式)

令和　　年　　月　　日

五所川原市長

現地確認申込書

公募型プロポーザル方式による五所川原市公共下水道施設等包括的運転管理業務に関し、現地確認及び資料の閲覧を申し込みます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	共同企業体名
	

	代表企業担当者
	会社名・所属・役職
	

	
	氏名
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
	

	参加希望人数
	

	希望日時
	第１希望　　令和　　年　　月　　日（　）　　午前　・　午後
第２希望　　令和　　年　　月　　日（　）　　午前　・　午後
第３希望　　令和　　年　　月　　日（　）　　午前　・　午後

	備考
	


※　希望日については、現地の業務状況等により、希望に添えない場合があります。
　　希望時間帯は、「午前」又は「午後」に○をして下さい。
午前は9：00から12：00、午後は1：00から4：00までの時間内で対応します。

※　実施日時については、後日、担当者の方へご連絡いたします。

※　備考欄には、確認を希望する内容及び閲覧希望書類を記入してください。

※　共同企業体の代表企業が作成のこと。

(第9号様式)

令和　　年　　月　　日

五所川原市長

技術提案書（正本）

公募型プロポーザル方式による五所川原市公共下水道施設等包括的運転管理業務について、プロポーザルへの参加要請を受けましたので、記載事項が事実と相違ないことを誓約し、技術提案書（正本）を提出します。

　なお、同時に提出する副本については、正本の内容と相違ありません。

	受付番号
	


　　　　　　　　　　　　　　（共同企業体名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表企業担当者　　会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　
所属・役職　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　
(第10号様式)

令和　　年　　月　　日

五所川原市長

（共同企業体名）　

（代表者）

                       所在地
商号又は名称　

代 表 者 名　　　　　　　　　　　　　　　　　 印
技術提案書（副本）

公募型プロポーザル方式による五所川原市公共下水道施設等包括的運転管理業務について、プロポーザルへの参加要請を受けましたので、記載事項が事実と相違ないことを誓約し、技術提案書（副本）を提出します。

	受付番号
	


	　　　／　１０


(第11号様式)

令和　　年　　月　　日

五所川原市長

　　　　　　　　　　　　　　　　（共同企業体名）　

（代表者）

                       　　　　　 所在地
商号又は名称　

代 表 者 名　　　　　　　　　　　　　　　　　 印

プレゼンテーション及びヒアリング出席者報告書

公募型プロポーザル方式による五所川原市公共下水道施設等包括的運転管理業務に係るプレゼンテーション及びヒアリングへの出席予定者を次のとおり報告いたします。
	所属・役職
	氏　　　　名

	　
	　

	
	

	
	

	　
	　

	　
	　


※　出席者は５名までとします。
※　リモート形式とし、プレゼンテーション用のパソコンは提案者が用意すること。
※　共同企業体の代表者名で作成のこと。

(第12号様式)

令和　　年　　月　　日

五所川原市長

質　問　書

公募型プロポーザル方式による五所川原市公共下水道施設等包括的運転管理業務に関し、下記の通り質問します。
（共同企業体名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	代表企業質問者
	商号又は名称
	

	
	所　属
	

	
	担当者氏名
	

	
	電話、FAX
	

	
	E-mail
	


質問対象：募集要項　（※募集要項、要求水準書、様式集等の対象ごとに作成してください）

	No.
	頁数、項目番号等
	項目名
	質　問　内　容

	例
	P4、9項
	参加申し込み
	○○○○について

	1
	
	
	

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	

	5
	
	
	


※質問数に応じて行、ページを適宜追加してください。
※共同企業体の代表企業がまとめて作成のこと。
(第13号様式)

見　積　書
令和　　年　　月　　日
五所川原市長
（共同企業体名）　

（代表者）

                       　　　　　 所在地
商号又は名称　

代 表 者 名　　　　　　　　　　　　　　　　　 印
	見積金額
(税抜)
	百
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（消費税及び地方消費税の額：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（合計金額：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

件　名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　上記の業務について、五所川原市契約事務規則及び入札心得を守り、本業務委託契約書（案）、要求水準書その他の条件を承諾のうえ上記のとおり見積もりをします。

(注意事項）
1　金額は一枠ずつ算用数字で記入し、金額の前の枠に￥をつけること。
2　見積内訳書（第12号様式）の合計額と相違ないこと。
（第14号様式）

見　積　内　訳　書（全体）

	項　　目
	単位
	数量
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度
	令和7年度
	令和8年度

	
	
	
	金 額[円]
	金 額[円]
	金 額[円]
	金 額[円]
	金 額[円]

	直接業務費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	直接経費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	技術経費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	技術経費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	間接業務費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	諸経費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	薬品費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	ユーティリティ
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	その他業務費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	機械(設備)修繕費
	計画修繕（毎年度30,000千円計上）
	式
	1
	
	
	
	
	

	　　〃
	突発修繕（毎年度11,000千円計上）
	式
	1
	
	
	
	
	

	業務価格（計）
	（税抜き）
	式
	1
	
	
	
	
	

	委託費合計額
	（税抜き）
	円
	　
	
	
	


（第15号様式）

見　積　内　訳　書（五所川原市浄化センター等）

	項　　目
	単位
	数量
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度
	令和7年度
	令和8年度

	
	
	
	金 額[円]
	金 額[円]
	金 額[円]
	金 額[円]
	金 額[円]

	直接業務費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	直接経費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	技術経費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	技術経費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	間接業務費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	諸経費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	薬品費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	ユーティリティ
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	その他業務費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	機械(設備)修繕費
	計画修繕（毎年度25,000千円計上）
	式
	1
	
	
	
	
	

	　　〃
	突発修繕（毎年度10,000千円計上）
	式
	1
	
	
	
	
	

	業務価格（計）
	（税抜き）
	式
	1
	
	
	
	
	

	委託費合計額
	（税抜き）
	円
	　
	
	
	


（第16号様式）

見　積　内　訳　書（相内地区浄化センター等）

	項　　目
	単位
	数量
	令和4年度
	令和5年度
	令和6年度
	令和7年度
	令和8年度

	
	
	
	金 額[円]
	金 額[円]
	金 額[円]
	金 額[円]
	金 額[円]

	直接業務費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	直接経費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	技術経費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	技術経費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	間接業務費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	諸経費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	薬品費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	ユーティリティ
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	その他業務費
	
	式
	1
	
	
	
	
	

	機械(設備)修繕費
	計画修繕（毎年度5,000千円計上）
	式
	1
	
	
	
	
	

	　　〃
	突発修繕（毎年度1,000千円計上）
	式
	1
	
	
	
	
	

	業務価格（計）
	（税抜き）
	式
	1
	
	
	
	
	

	委託費合計額
	（税抜き）
	円
	　
	
	
	


 (第17号様式)
	会社の経営状況について

	１．会社の経営状況

（１）自己資本比率

本提案者の自己資本比率は　　　　％である。

※　貸借対照表を添付してください。

（２）経常利益の黒字期間

本提案者の直近　　　　年間の経常利益が黒字である。

※　直近5年間の損益計算書を添付してください。
※　共同企業体の構成員ごとに作成すること。




(第18号様式)
	管理運営の基本方針に関する提案書

	· 本委託の趣旨、委託対象施設の特徴を踏まえたうえで、下記の事項について具体的に記述してください。
　１．管理運営の基本方針等について

　（１）本業務遂行上の管理運営に係る基本方針
（２）施設機能を十分に発揮し、機能を維持して行くための実施方針


※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（3枚程度まで）

(第19号様式)
	環境対策方針に関する提案書

	· 下記の事項について具体的に記述してください。
　１．業務の遂行に伴う環境対策の方針について
（１）騒音、振動、悪臭等の発生防止対策及び環境保全のための取組について



※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（3枚程度まで）
(第20号様式)
	運転管理計画に関する提案書

	· 下記の事項について具体的に記述してください。
　
１．要求水準を満足させるための安定的な汚水・汚泥処理の運転管理方法について
（１）放流水質の法定基準、契約基準及び目標水質を達成するための汚水処理の運転管理方法
（２）脱水汚泥含水率の法定基準、契約基準及び目標含水率を達成するための汚泥処理の運転管理方法




※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（3枚程度まで）
(第21号様式)
	保守点検計画に関する提案書

	※　下記の事項について具体的に記述してください。

１．各施設、設備の機能維持を確保するための保守点検計画及び維持管理方法について
　


※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（3枚程度まで）

(第22号様式)
	業務実施体制に関する提案書

	※　下記の事項について具体的に記述してください。

１．24時間通年で安定的に業務を遂行するために必要な組織体制、人員配置、勤務体制等について 

　　


※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（3枚程度まで）

(第23号様式)

	緊急時の体制に関する提案書

	· 下記の事項について具体的に記述してください。
1　異常・緊急時の対応及び人員配置、連絡体制等について

（１）人員配置計画及び緊急連絡体制

（２）悪質流入水への対応
（３）機器重故障時の対応
（４）大雨、台風、地震等の自然災害発生時の対応
※　緊急時の技術的支援体制について提案できるものがあれば提案してください。



※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（4枚程度まで）

(第24号様式)

	修繕計画に関する提案書

	· 下記の事項について具体的に記述してください。
1　施設及び機器の計画修繕及び故障に対する突発修繕について

（１）施設及び機器の計画修繕の体制、実施方針
　（２）施設及び機器の故障に対する突発修繕の体制、実施方針
　（３）修繕履歴の記録・整理方法



※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（4枚程度まで）
(第25号様式)

	安全衛生管理に関する提案書

	· 下記の事項について具体的に記述してください。
1　安全に委託業務を実施するための作業基準及び職員への安全教育など、安全衛生に関する管理体制について


※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（3枚程度まで）
(第26号様式)

	物品等の調達及び業務の一部再委託の方針に関する提案書

	· 下記の事項について具体的に記述してください。
１．物品等の調達と管理体制及び業務の一部を再委託する場合の業務範囲、業者選定の考え方について

　　（１）ユーティリティ及び物品等の調達方法と管理体制

　　（２）業務の一部を再委託する場合の業務範囲及び業者選定の方針




※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（3枚程度まで）
(第27号様式)

	教育研修等の支援体制に関する提案書

	· 下記の事項について具体的に記述してください。
１．職員の技術レベルの確保・向上のための教育研修体制について


※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（3枚程度まで）
(第28号様式)
	業務の引継ぎに関する提案書

	· 下記の事項について具体的に記述してください。
１．業務の引継ぎを確実に実施するための方策について

（１）本業務受託時の市との引き継ぎの方策

（２）委託終了時の次期受注者への引継ぎの方策

　　




※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（3枚程度まで）

(第29号様式)
	省エネルギー対策に関する提案書

	· 下記の事項について具体的に記述してください。
１．処理場における省エネルギー対策及び温室効果ガスの発生を抑制するための取組に
ついて


※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（3枚程度まで）
(第30号様式)
	地域経済への貢献及びその他提案に関する提案書

	· 下記の事項について具体的に記述してください。
１．本市の地域経済への発展に寄与する提案及びその他の提案について

（１）地元雇用、地域経済への発展に寄与する提案

　（２）その他の提案事項
※　その他提案として、本業務の履行にあたり維持管理費の低減や業務の効率化に繋がるなど、市にとって有益と思われる事項があれば提案してください。
また、自社の技術的特長、優位性などがあれば提案してください。



※　1枚で足りない場合には、本様式に準じて適宜枚数を追加すること。（3枚程度まで）

(第31号様式)

令和　　年　　月　　日

五所川原市長

（共同企業体名）　

（代表者）

                       　　　　　 所在地
商号又は名称

代 表 者 名　 　　　　　　　　　　　　　　　 印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     
参加辞退届

公募型プロポーザル方式による五所川原市公共下水道施設等包括的運転管理業務の技術提案について、参加を辞退します。

代表企業担当者　 所　属　　　　　　　　　　　　　　

氏　名　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　
電　話　　　　　　　　　　　　　　
ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　
E-mail　　　　　　　　　　　　　　

(第32号様式)

受　付　票

	五所川原市公共下水道施設等包括的運転管理業務の公募型

プロポーザルの参加申込を受け付けいたしました。
五所川原市 上下水道部 下水道課

	（受付印欄）

	共同企業体名
（代表企業）
所在地　
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　様
	
	


共同企業体協定書（参考）

（目的）

第１条　当共同企業体は、次の事業を共同連帯して営むことを目的とする。

（１）五所川原市発注に係る五所川原市公共下水道施設等包括的運転管理業務(当該業務内容の変更に伴う業務を含む。以下単に「業務」という。)の受託。

（２）前号に附帯する事業

（名称）

第２条　当共同企業体は、○○共同企業体(以下「企業体」という。)と称する。

（事務所の所在地）

第３条　当企業体は、事務所を○○県○○市○○町○○番地に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条　当企業体は、　　年　　月　　日に成立し、業務の委託期間終了後○箇月を経過するまでの間は、解散することができない。

　　　(注)　○の部分には、たとえば３と記入する。

（構成員の住所及び名称)

第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。

第１構成員　○○県○○市○○町○○番地

　　　　　　　　　　　○○株式会社

　　　　　第２構成員　○○県○○市○○町○○番地

　　　　　　　　　　　△△株式会社

（代表者の名称）

第６条　当企業体は、○○株式会社を代表者とする。

（代表者の権限)

第７条　当企業体の代表者は、業務の実施に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、委託者及び監督官庁等と折衝する権限並びに委託代金(部分代金を含む。)の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（構成員の出資の割合）

第８条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該業務について発注者と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。

　　　○○株式会社　　○○％

　　　△△株式会社　　○○％

２　金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくの上構成員が協議して評価するものとする。

（運営委員会)

第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに業務の実施の基本に関する事項、資金管理方法その他の当企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定する。

（構成員の責任）

第１０条　各構成員は、業務の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関)

第１１条　当企業体の取引金融機関は、○○銀行とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。

（決算）

第１２条　当企業体は、業務の完了後、当該業務について決算するものとする。

（利益金の配当の割合）

第１３条　決算の結果利益を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。

（欠損金の負担の割合)

第１４条　決算の結果欠損金を生じた場合には、第８条に規定する割合により構成員が欠損金を負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第１５条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。

（委託期間中における構成員の脱退に対する措置）

第１６条　構成員は、委託者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が業務を完了する日までは脱退することができない。

２　構成員のうち委託期間中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連帯して業務を完了する。

３　第1項の規定により構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。

４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除して金額を返還するものとする。

５　決算の結果利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。

（構成員の除名)

第１６条の２　当企業体は、構成員のうちいずれかが、委託期間中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び発注者の承認により当該構成員を除名することができる。

２　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。

３　第1項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。

（委託期間中における構成員の破産又は解散に対する処置）

第１７条　構成員のうちいずれかが委託期間中において破産又は解散した場含においては、第１６条第２項から第５項までを準用するものとする。

（代表者の変更)

第１７条の２　代表者が脱退し、若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び発注者の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。

（解散後のかし担保責任）

第１８条　当企業体が解散した後においても、当該業務につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責めに任ずるものとする。

（協定書に定めのない事項)

第１９条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

　○○株式会社外○社は、上記のとおり共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するものとする。

　　　　　　年　　月　　日

○○株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　○○○○　印

△△株式会社

代表取締役　　○○○○　印　　

一般記載事項









